






管法第 61 条の 2 第 1 項）の手続における「難民」とは、難民条約⑵第 1 条
および難民議定書⑶第 1条 2 の規定により難民条約の適用をうける難民をい












⑴　1951 年 10 月 4 日公布（政令第 319 号）、1951 年 11 月 1 日施行。
⑵　難民の地位に関する条約。1951 年採択、1954 年発効。日本については、1981 年 10
月 15 日公布（条約第 21 号）、1982 年 1 月 1 日発効。
⑶　難民の地位に関する議定書。1966 年 11 月 18 日採択、1967 年 10 月 4 日発効。日本






















































⑻　自由権規約委員会、一般的意見 22（18 条）、パラグラフ 3～ 5。General Comment 
No.22: The right to freedom of thought, conscience and religion（article 18）、U.N. 
























⑼　自由権規約委員会、一般的意見 31（2 条）。Human Rights Committee, General 
Comment No.31: The Nature of the General Legal Obligation Imposed on States 
Parties to the Covenant, U.N. Doc. CCPR/C/21/Rev.1/Add.13.
⑽　X v. Denmark, Communication No. 2007/2010（CCPR/C/110/D/2007/2010）, Views 























⑿　Bundesrepublik Deutschland v. Y and Z （C-71/11 and C-99/11, EU:C:2012:518）, 











































慮し評価する（A full and ex nunc evaluation）ことが必要であるとして、
スウェーデンの欧州人権条約第 2条、第 3条違反を認定した事例である。
【事実概要】⒁
イラン人 F.G.（以下 Xという）は 2009 年 11 月スウェーデンに入国し、
イランにおいて反体制活動に参加したこと等を理由に、政治難民として庇護
を申請した。2009 年 12 月に、キリスト教（バプテスト）に入信したと主張
するが、2010 年 3 月の移民審査委員会（Migration Board）の面接では、キ





同裁判所に、2009 年 11 月付イラン革命裁判所からの召喚状を迫害の危険性
に関する証拠として提出した。移民裁判所は、①について、主要な点につい
ては供述に一貫性があるとはしたが、家族等にも危害が及んでいないこと等
⒁　F.G. v. Sweden（Application no. 43611/11）, Judgment（Grand Chamber）, ECtHR, 



























⒂　Bundesrepublik Deutschland v. Y and Z, op.cit., supra note 12.
⒃　UNHCR, Beyond Proof: Credibility Assessment in EU Asylum Systems.
難民認定事由としての宗教の自由に対する迫害（前田） 9
双方に照らした予見可能な結果に焦点、審査を行った当局の最終決定後の明












改宗については、移民審査委員会が 2010 年 4 月に難民不認定とし、その後





























しかしその後 2013 年 11 月 13 日、Aは第 2回庇護申請を代理人を通じて
行い、その際には、第 1回申請とは異なり、自身はスイスに合法的に入国し
たと供述した。そして 2013 年 8 月 25 日にバプテストに改宗したので（改宗
の証明書を提出）、本国に送還されればキリスト教への改宗を理由とした迫





⒇　A v. Switzerland（Application no. 60342/16）, Judgment （Third Section）, ECtHR, 








2014 年 2 月 26 日、公にキリスト教徒としての活動をすれば危険は存在す
るかもしれないが、改宗自体が迫害のリスクを生じさせるわけではないとし
て、庇護当局はAの申請を却下した。Aは 2014 年 3 月 31 日これに不服を
申立て、イランの一般情勢として、2010 年以降家族教会（house church）
のキリスト教徒が多く逮捕されていること、改宗は真正で継続的であること




2016 年 5 月 Aは一時的在留許可を申請したが、翌月スイスの庇護当局は、
すでに庇護申請が行われていること、Aは何ら新たな事情についての証拠
を提出していないため、2014 年 5 月の連邦行政裁判所の決定からその内容
は変更不要とされた。またイラン政府批判デモへの参加も、Aは主導的立
場にないので具体的な迫害の危険は生じないと結論づけた。2016 年 7 月 A
は再度申請を行ったが、新たな追加事情がないと却下され、自発的出国期限





































たとしてシリア警察に拘束され暴力を受ける。）Yは 1999 年 1 月難民上訴委
員会（The Refugee Appeals Board）に審査を請求したがこれも却下された。







2012 年 11 月にバプテスト教会（プロテスタント）に入信し、2013 年には教













27　Human Rights Committee, General Comment No.6: Article 6（Right to Life）, 





手続は規約第 14 条（公正な裁判）の範疇ではなく、第 13 条（外国人の追放）























4　イラン人難民不認定処分取消等請求事件（東京地判 2019 年 9月 17











イランに帰国すれば迫害を受けるおそれが高いことを主張し、2007 年 8 月





31　イラン人難民不認定処分取消等請求事件、東京地判 2019 年 9 月 17 日、平成 30 年（行
ウ）287 号、LEX/DB25570488。
32　イラン人難民不認定処分取消等請求事件、東京地判　平成 24（2012）年 10 月 3 日

















しかし 2012 年 10 月には不認定処分が下され、2013 年 3 月に異議を申立
















ることが必要であると解される。入管法 61 条の 2第 1 項に照らし、原告が
立証する必要があるとした。




















































消等請求事件（東京地判平成 30（2018）年 7 月 5 日、東京高判平成 30（2018）年 12
月 5 日（認容）平成 30（行コ）228 号。控訴審判決確定。）難民条約第 1条A（C）（5）
の終止条項に該当する事情がなければ、不認定処分が取り消されれば、法務大臣によ
る難民認定を要件とすることなく「難民」と認定。その後当該事務取扱要領は、法務
省入国管理局「事務連絡」（平成 31（2019）年 1月 21 日付）にて通達。竹村仁美「難
民条約の終止条項と難民認定義務付け判決」『平成 30 年度重要判例解説（ジュリスト




























38　ネパール人難民不認定処分取消請求控訴事件（名古屋高判平成 28（2016）年 9 月 7
日　平成 28（行コ）2号）。小坂田裕子「難民認定における迫害主体と国籍国の保護（平























39 条や自由権規約 14 条 7 項は同一国内での二重処罰を禁ずる規定であり本
事件には該当しないこと、自由権規約第 6条 1・2 項では、最も重大な犯罪
について死刑制度を許容していること、自由権規約第 7条（拷問や残虐刑の
禁止）は日本には外国での右権利の保障義務はなく、当該国への送還は禁止
39　安藤由香里、速判解 18 号（2016 年）315 頁。竹村仁美「前掲論文」（注 36）277 頁。








条約第 33 条 2 項）に該当し、難民認定に相当しないと結論づけた。
本判決については、難民条約や拷問等禁止条約、強制失踪条約等のノン・













判例（12）―2014（平成 26）年―」『国際法外交雑誌』第 116 巻 4 号（2018 年 1 月）。
拷問禁止委員会や自由権規約委員会のノン・ルフルマン原則の法理については、薬師
寺公夫「ノン・ルフールマン原則に関する拷問禁止委員会および自由権規約委員会の
先例法理」『国際法のフロンティア』（日本評論社、2019 年）101-152 頁参照。

